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業界の概要

三重苦のガソリンスタンド業界

現在，ガソリンスタンド（SS）業界は，三

重苦に見舞われ，倒産や廃業が頻発し，今後

も増加することが予想されている。三重苦と

は，

・地下タンクの危険物流出防止対策

・燃料油の需要減少

・金融円滑化法の期限到来

などである。

� 危険物流出防止対策の義務化

平成２３年２月に施工された改正消防法では，

設置から４０年以上経過した給油所の地下タン

クは，平成２５年１月末までに，改修・交換す

ることが義務付けられている。

「タンクを三つ改修すれば７５０万円」と見

積もられ，サンプル調査をした５００業者のう

ち，３８業者（７．５％）が規制強化を機会の給

油所の閉鎖を検討中である。全国石油商業組

合連合会（全石連）は，平成２４年度に過去最

大の２，０００か所の給油所が閉鎖されると試算

している。

石油販売業の赤字企業比率は，５０％前後
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●図表－１ 給油所数の推移

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

セルフSS 2,523 3,423 4,104 4,956 6,162 7,023 7,774 8,296 8,449 8,596

フルSS 48,771 46,644 44,568 42,628 39,630 37,034 34,316 32,061 30,328 29,147
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で推移しており，売上高営業利益率・経常利

益率が１％を下回っている状況では，地下

タンクを改修・交換する余力のない企業が多

いと推測される。

平成２３年度と平成１４年度を比較すると，セ

ルフサービス SS（以後セルフ SS）は３．４倍

に増加しているが，フルサービス SS（以後

フル SS）は４０．３％減少し，合計で１万３，５５１

か所と２６．４％減少している（図表－１）。過

疎地域によっては，給油所がなくなり「ガソ

リン・灯油難民」が生じる恐れがある。ガソ

リンのみならず，過疎寒冷地では，暖房用の

灯油の入手も困難となり，生活に影響する心

配がある。

� 燃料油の需要減少

エコカーの増加や若者の車離れ，高齢人口

の増加などにより，ガソリンの需要は連年減

少している。車両の燃費改善と人々の環境意

識の向上が，ガソリンの需要減少に拍車をか

けている。

新車販売市場では，ハイブリッドカーや燃

費の良い軽四輪車の比率も高まり，燃料油需

要を減少させている（図表－２）。

灯油の需要減少は，操作が簡便で安全なエ

アコンの普及が背景にある。高齢人口の増加

は，暖房ニーズに対する安全なエアコン需要

をさらに増加させ，灯油需要の減少を加速す

ると思われる。

トラック輸送の貨物量は年々減少し，その

影響でトラック登録台数も減少に転じている。

貨物量の減少に加えて，環境意識の向上や経

費削減のためのエコドライブによる燃費改善

で，軽油の消費量は減少している。高速道路

では，時速８０km走行のトラックが増えてい

る。

給油所数は減少を続けているが，需要の減

●図表－２ 燃料消費量の推移

H19 H20 H21 H22 H23
ガソリン 83 78 55 58 50
灯油 1,560 1,491 1,220 1,361 1,266
軽油 413 329 371 389 346
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●図表－３ 自動車保有台数の推移 （千台）

乗用車 トラック

普通車 小型４輪 軽４輪 計 普通車 小型４輪 軽４輪 計

平成１５年 １５，８３６ ２６，８８５ １２，４９０ ５５，２１１ ２，４７６ ４，８７０ ９，７３２ １７，０７８

平成１７年 １６，６３４ ２６，２５４ １４，２０１ ５７，０８９ ２，４７３ ４，５９４ ９，６６５ １６，７３２

平成１９年 １６，７７１ ２４，９２１ １５，９３１ ５７，６２３ ２，４５５ ４，３２３ ９，４９５ １６，２７３

平成２１年 １６，６８８ ２３，９１９ １７，４１２ ５８，０１９ ２，３１９ ３，９５２ ９，２８８ １５，５５９

平成２３年 １７，０３９ ２３，１４３ １８，４８６ ５８，６６８ ２，２６６ ３，７４０ ８，９６３ １４，９６９

H２３／H１５ １０７．６ ８６．１ １４８．０ １０６．３ ９１．５ ７６．８ ９２．１ ８７．７
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少に追いつかず競争環境は改善していない

（図表－３）。

� 金融円滑化法の期限到来

時限立法である金融円滑化法は，平成２５年

３月で廃止される。中小企業に対する，借入

金の返済条件の緩和を促す金融円滑化法は，

リーマン・ショックによる急激な経営環境の

悪化で，資金繰りに窮した企業を救済し，そ

の間に経営再建計画を作成して，経営健全化

を図ることを目的とした。しかし，改善した

企業は２割程度で，残りは現状維持かさらに

悪化したといわれている。

このような金融環境と，燃料油の需要低下，

地下タンクの改修・交換のタイミングが重な

り，資金繰りがさらに圧迫されるものと予想

される。赤字企業が５割前後で推移し，売上

高営業利益率や経常利益率の業界平均が

１％を割っている当業界にあっては，金融

円滑化法の期限到来で，再建見通しの立たな

い企業が多数発生する恐れがある。

金融円滑化法への対応策は，足元の経営状

況や業界の将来像を冷静に分析して，金融機

関の納得を得る経営再建計画を策定すること

に尽きる。

年齢階級別人口構成比率の推移

日本の人口は，すでに減少傾向に向かって

いるが，燃料油の需要に影響を与える要素は，

年齢階級別人口構成比の推移である。６５歳以

上の高齢人口は，年々構成比を高めて，平成

１２年の１７．４％から平成２２年は２３．０％と５．６ポ

イント増加している。

高齢者は活動範囲が狭まり，ガソリン消費

量は減少することになる。高齢者の運転免許

証の返納の動きもあり，人口減少以上にガソ

リン消費量は減少する。ガソリンスタンド業

界は，人口構成面からもガソリンの需要減少

を考慮する必要がある。

人口の高齢化は，ガソリンの需要減少を招

く一方，給油所のセルフサービス化の増加傾

向にブレーキをかける要因になる（図表－４）。

競争環境の変化

規制緩和の結果，競争環境は厳しさを増し，

業界内での流通ルート別の市場は，元売りの

子会社や PBなど業転取引中心の「商社系・

その他」がシェアを伸ばし，従来型の一般特

約店がシェアを落としている。給油所の減少

傾向の中にあって，元売子会社や商社系・そ

の他は，資金力を動員して，施設の大型化・

セルフ化によりシェアを拡大している。

経営的に厳しい業界ではあるが，新規参入

の動きもある。ショッピングセンターやホー

●図表－４ 年齢別構成比率の推移

H12 H14 H16 H18 H20 H22
0～14歳  14.6 14.2 13.9 13.7 13.5 13.2
15～64  68.1 67.3 66.6 65.5 64.5 63.8
65歳以上  17.4 18.5 19.5 20.8 22.1 23.0
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●図表－５ ガソリン流通市場の変化

平成１４年 平成２３年 シェア増減

自動車用

元売直売 １０．７ １９．６ ８．９

商社系特約店 １１．１ １５．１ ４．０

特約店直営店 １．０ １．８ ０．８

販売店 ７．４ ５．９ －１．５

その他 ２．７ ７．５ ４．８

一般特約店 ７３．０ ６０．５ －１２．５

特約店直営店 ５１．４ ４３．０ －８．４

販売店 １５．７ １０．４ －５．３

その他 ５．９ ７．２ １．３

全農 ５．０ ４．６ －０．４

非自動車用 ０．２ ０．１ －０．１

（出典） 全石連ホームページより
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ムセンターなどの大型小売業者は，来店客向

けにガソリンスタンドを併設して需要を吸収

している。大型商業施設の強みは，消費者に

ワンストップ・ショッピングの利便性を提供

することにあるが，消費者にとっては買い物

の一つにガソリンが加わったことになる（図

表－５）。

将来におけるガソリンの需要動向

石油販売業に影響を与えるガソリンの需要

動向は，次世代自動車の普及の広がりにより

影響される。平成２４年のトヨタ車の新車販売

は，国内では４０％，全世界では１４％がハイ

ブリッド車になっている。今後は，２０１５年

までに全世界で新型ハイブリッド車２０モデル

を投入する計画で，ガソリンの需要を押し下

げることになる。

従来のガソリンエンジンでも，マツダのス

カイアクティブのような燃費を向上させた乗

用車の登場で，ガソリンスタンド業界はさら

なる対応が求められている。

A社の概要

農地の転用で低コスト経営

A社は，東京近郊の中堅都市の郊外にある，

平均的な SSである。創業者は，多くの SS

経営者と同じように，農家の出身である。創

業者は，都市化の波が押し寄せ周囲が住宅地

に変貌する姿を見て，ガソリンスタンドへ事

業転換をした。

創業当時は，マイカーブームの上げ潮に乗

り，順調に売上げを伸ばした。敷地は自社所

有の農地の転用であり，余裕をもってレイア

ウトがされている。立地条件は，住宅地では

あるが，郊外より中心市街地に向かう幹線道

路に面して，交通量は多い。

競争環境の変化

近隣に競合店はないが，１km先には片道

２車線の国道があり競合店が並んでいる。５

店舗のうちの２店舗が３年前に閉鎖したが，

リーマン・ショック後のころであり，売上増

加には直結しなかった。

２年前に，元売りのフル SS直売店がセル

フ SSに業態転換して，競争環境は悪化した。

幸い，当社はセルフ SSより２kmの距離に

あり，売上げは軽微である。

このような競争環境の変化に直面して，創

業社長は引退し，創業者の下で働いてきた次

男が経営を引き継ぐことになった。経営を引

き継ぐに当たり，厳しい経営環境からの脱出

を図るべく，革新的な利益計画を作成するこ

とにした。

低位安定の財務状況

創業者は，派手な同業者との交際を避ける

など堅実経営を地道に実行して，利益率は低

いが安定した経営を維持している。地下貯蔵

タンクの改修は，手持ち資金を活かして，消

防法改正直後の工事費の安い時期に済ませて

いる。当面，大きな出費はない状況で，後継

者に経営権を委譲した。

利益計画と問題点

外部環境分析

A社を取り巻く外部環境を，PEST分析と

５フォース分析の手法により分析した。

� PEST 分析

� 政治的環境変化（P）

金融円滑化法の期限到来や地下タンクの改

修・交換期を迎えて，資金繰りを圧迫してい

る。規制緩和は継続され，厳しい競争環境が
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続いている。

� 経済環境の変化（E）

原油価格の高騰・エコカーの普及・若者の

車離れにより，ガソリン需要は減少傾向にあ

る。

� 社会的環境の変化（S）

環境意識の向上・高齢人口の増加・エアコ

ンの普及により，ガソリン・灯油需要はさら

に減少する。

� 技術的環境の変化（T）

ハイブリッド車は，技術革新と量産効果に

より，普通車との価格差が縮小し，普及に弾

みをつける。平成２７年ころには，燃料電池車

の出現が予想され，SSは水素供給基地にな

る可能性がある。

� ５フォース分析

� 業界内の競合

ハード志向のセルフ SSと，ソフト志向の

フル SSとの競合が当面続くことが予想され

る。フル SS志向の高齢人口の増加で，セル

フ SSの増加にブレーキがかかる。

� 仕入先の交渉力

仕入先は，大手の石油元売りであり，その

先は原油市場価格に左右され，仕入先の交渉

力は強大である。

� 販売先の交渉力

顧客は移動性の高いドライバーであり，価

格志向かサービス志向かで，選択肢は狭めら

れドライバーは強い立場にある。

� 新規参入の脅威

給油所減少の時代であるが，大型ショッピ

ングセンターやホームセンターは，集客力を

武器に新規参入を続けている。

� 代替品の脅威

当面，ガソリンや灯油の代替品は見当たら

ないが，将来的には燃料電池車が出現し，水

素が代替燃料になる。電気自動車が普及する

と，電力も代替品になる。

内部環境分析

堅実な経営を長年にわたり維持してきたが，

長期政権はマンネリを生み，厳しい業界環境

にもかかわらず，従業員の危機感は薄れてい

る。

� 清潔感の欠如

建物・設備の垢は永年の蓄積であり，徐々

に進行するため，当事者は気づかないのが一

般的である。従業員にとっては見慣れた光景

であるが，他のガソリンスタンドを知るドラ

イバーには，快適さが感じられず抵抗感があ

る。

� 接客技術の低さ

立地産業である SSは，幹線道路沿いの SS

を除き，地域密着型経営に強みを発揮する。

当社も幹線道路から１km離れた住宅地に立

地しており，地元ドライバーを固定客として

いる。親しい間柄のリピート客であり問題は

ないが，新規顧客にも友人同士のような態度

で接してしまい，接客サービスとしての問題

に気付いていない。

� コスト意識の欠如

近隣店舗の閉鎖があり，その顧客の一部が

当 SSに流れてきたことにより，需要減少の

環境にもかかわらず，来店客数は減少するこ

となく維持してきた。

このため，従業員は危機意識に欠け，ムダ

とりの意識が薄く，少し油断すると赤字経営

に転落する恐れのあるのが現状である。

� 地域密着型経営の自覚の欠如

住宅地立地であり，近隣住民は近くて便利

な SSとして来店する。その結果，お客様は

当店に来てくれるものとの意識が定着してし

まっている。いつも来店するので顔は知って

いるが，名前はうろ覚えの状態にある。

現金払の優良顧客なので，名前を知る必要

もないまま現在に至っている。攻めの営業は
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できないし，営業をする意識もない。

� 乱雑な休憩室

SS開店当時は，近隣の住宅は少なく，近

所の寄合場所的な雰囲気があった。当時は，

和やかに談笑する場所として充分に機能して

いた。事務所と車関連商品の陳列と待合室を

兼ねた寄合場所である。

しかし，近隣の新設された店舗は，SSで

あるか他の物品の販売業であるかを問わず，

豪華ではないが小奇麗で瀟洒な店舗が増えて

いる。しかし，経営者や店員は，他社の動き

に気付かないまま現在に至っている

� 従業員の休憩時間

従業員は，昼食の時間を除いて休憩時間が

決められていない。夏は暑く冬は寒い，屋外

での立ち仕事である。フル SSの重要な顧客

サービスの一つは，来店客に対する心からの

笑顔での対応である。接客態度を向上させる

には，教育や精神論だけではなく，環境を整

えることも経営者の務めである。

� 金額管理で実態が把握できない

経営管理は，最終的には売上金額と経費の

差額としての利益を把握することにある。商

品価格が安定していれば，金額の動きだけで

十分に経営管理ができる。しかし，SS業界

のように価格変動の激しい業界では，金額管

理だけでは経営の実態を把握できない。売上

金額が増えても，原油価格の高騰による仕入

原価の高騰が原因で，数量は減少している恐

れがある。

� フルSSに徹していない

財務的には，設備投資が先行するセルフ SS

に業態転換するだけの力はない。そうであれ

ば，セルフ SSに対抗するには，戦略的に価

格志向ではなくサービス志向を明確にする必

要がある。しかし，惰性的に従来からの仕事

のやり方が継続されており，フル SSという

には中途半端なサービスである。

� 開店・閉店の時間帯がある

顧客サービスと経営効率をどのように調和

させるかは，経営判断の重要なポイントであ

る。当店は，開店当初より営業時間を７：００

～２１：００としている。長時間営業を顧客サー

ビスの原点としてとらえている。

しかし，価格競争の激化で，粗利益率は低

下の一途をたどっている。量販志向から効率

化志向への転換が求められているが，営業時

間に手を付けないまま，利益率の低空飛行が

続いている。

問題点の改善策

フルSS戦略を徹底する

SS業界の流れとしては，セルフ SSの増

加とフル SSの減少である。しかし，当店舗

の現状では，セルフ SSに転換するには敷地

面積がネックになり，財務的にも冒険は許さ

れない。

食品小売業では，「遠い・商品のフルライ

ン化・長い動線・安価」な大型スーパーより，

「近い・限定品揃え・短い動線・納得価格」

の小型店舗・コンビニの方が成長率・利益率

で勝っている。物品販競争より，サービス競

争の勝利といえる。SS業界においても，近

隣の高齢化の進展は，セルフ SSではなくフ

ル SSが今後の方向である。

フルSS強化のために

� 店舗環境を清潔にする

清潔は，顧客サービスの重要な要素である。

５Sのうちの，整理・整頓・清掃に該当する。

仕事で不要なモノは捨て，残したモノは仕事

を効率的にできるように再配置する。隣接地

との仕切り壁・建物の壁面・敷地のコンクリ

ートは，高圧洗浄機で定期的に洗浄する。壁

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／定期物／月刊税理／税理　２０１３．０４（退）／２１０‐２１７　利益計画　長谷川　　　Ｅ 2014.04.11 0



216 税理●２０１３．４

のペンキ塗替えは，定期的に行う。

� 接客技術に磨きをかける

「笑顔」は付加価値，「あいさつ」は付加

価値を合言葉に，接客技術に磨きをかける。

外部研修を受ける提案があったが，受け身の

セミナーでは身につかない。毎月，１人１票

で「高接客人」投票を行い，切磋琢磨で全員

のレベル向上を図る。

� コスト意識を向上させる

仕入原価の改善は経営者の責任範囲になる

が，販売管理費の項目は一般従業員の意識次

第で削減できる。従業員の意識としては，販

売管理費は会社の負担であり，節約志向は弱

い。毎月１人１件改善案を提案させ，全提案

に現金で謝礼を支払い，採択した提案には謝

金を追加することで，コスト意識を高める。

� 地域密着型経営に徹する

最も大きな問題は，「近くて便利な来店客」

を，真の固定客と誤解していることである。

立地の関係で，通りすがりの飛込み客は多く

ない。地域住民のリピート客が多い。油種の

売上げは，走行距離に比例する。来店の際の，

油外販売をいかに増やすかがポイントになる。

洗車の声掛け，休憩室への誘導による車関連

の小物販売などに心がける。

� 休憩室で顔なじみになる

従業員と顧客との親密な人間関係ができて，

サービス競争に勝つことができる。安さが唯

一の競争要因ではない。お茶一杯・冷水一杯

で，会話が弾み満足して帰っていただければ，

最大のサービスになる。

洗車サービスの待ち時間を有効に活用する

のも，休憩室の役割である。待ち時間を飽き

させないで交流の場として油外商品の販売機

会とする。

� 従業員は休憩室で顧客と会話する

SSの仕事は，夏は暑く冬は寒い屋外の立

ち仕事である。昼食時以外にも，交代で休息

をとることが，従業員満足・接客態度の向上

につながる。休憩室で来店客と会話を楽しみ

ながら休息することが，顧客との人間関係を

作り上げられ一石二鳥である。会話の中から，

顧客ニーズを把握する。

� 数量管理で経営の実態を把握する

価格変動の振幅が大きい油種販売は，販売

金額の増減だけでは，経営成績を判断できな

い。油種類のリッター管理や洗車の台数管理

で，経営管理をする。曜日別・時間帯別に動

きをとらえて，従業員の配置や曜日別・時間

帯別のサービスポイントを提供する。洗車は

稼働率を平準化するために，曜日・時間帯で

割引制度を設ける。

� 洗車サービスを強化する

油種の価格は，最もオープンで差異化を図

れない分野である。油種価格の訴求力では，

フル SSはセルフ SSに対抗できない。フル

SSにとり，サービスこそ競争力の源泉であ

る。フル SSらしく，機械洗車・手洗い洗車，

水洗い洗車・ワックス洗車など，すべてに対

応する。洗車は清潔な車にすることがウリで

あるから，洗車場も美観・清潔感を最大限に

保つようにする。

	 営業時間帯の調整

フル SSであっても，サービスと効率化を

両立させる必要に変わりはない。「開いてい

てよかった」だけでは経営は成り立たない。

開店時間帯や閉店時間帯の来客数や売上金額

を，季節別・曜日別に調査して，経営の効率

化と顧客満足の両立を図れるように，開店時

間と閉店時間を調整する。非効率的な営業時

間をカットすることで，販管費を削減する。


 油種別・サービス別に売上管理する

選択と集中は，経営効率化の基本である。

油種別・サービス別に，簡易 PLを作成する

のが理想的であるが，当面は売上金額・売上

数量を週別・曜日別に把握して，販売戦略や
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�

価格戦略に活かすようにする。

改善前と改善後の
利益計画

フル SS強化のための利益計画を実行する

ことで，売上げは微増ながら着実に増加し，

経費は着実に減少して，利益を上昇軌道に乗

せる計画にした。利益の増加は，従業員の顧

客満足へのサービス精神と自律的なコスト削

減努力の賜物であり，利益の一部は従業員に

還元する。

残りの利益は，近い将来に大きな地殻変動

が予想される SS業界に対応するため，内部

留保するようにする（図表－６，７）。

〔はせがわ・いさむ〕

●図表－６ バランス・スコア・カード

財務の視点 顧客の視点 業務の視点 学習と成長の視点

清潔な店舗環境 商品別売上管理 接客技術の向上

経営効率の向上 � 顔なじみの店員 � 洗車サービスの強化 � コスト意識の向上

営業利益の向上 楽しい待ち時間 営業時間の調整 顧客と会話する

高齢者志向のフルSS 数量管理で実態把握 店舗を清潔にする

●図表－７ 利益計画 （千円）

当期 １年目 ２年目 ３年目

売上高 １，５８０，２０３ １，５９０，０００ １，６００，０００ １，６１０，０００

売上原価 １，３８９，６９６ １，３９０，０００ １，３９５，０００ １，４０３，０００

売上総利益 １９０，５０７ ２００，０００ ２０５，０００ ２０７，０００

販管費 １７９，０６９ １８３，０００ １８４，２００ １８５，４００

販売費 １０５，３１７ １０８，０００ １０９，０００ １１０，０００

（人件費） ９５，８０６ ９５，８００ ９７，０００ ９８，０００

（広告宣伝費） ３，５８９ ３，０００ ３，０００ ３，０００

一般管理費 ７３，７５２ ７５，０００ ７５，２００ ７５，４００

（建物賃借料） １２，８０５ １３，０００ １３，０００ １３，０００

（減価償却費） １０，８８５ １０，８００ １０，７００ １０，６００

営業利益 １１，４３８ １７，０００ ２０，８００ ２１，６００
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